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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋳造製法で製作されるタイヤ成形用金型の製造方法であって、
　リング鋳物状態で上下端直近の内径部に後加工で除去でき、所定の直径の真円となるこ
とを狙った基準径部を鋳出しにより形状製作する第１工程と、
　前記基準径部と意匠面部の内径が、狙い直径に対して０．０５～０．２％程度大きくな
るようにタイヤ成形金型用リング鋳物を、鋳造、製作する第２工程と、
　前記タイヤ成形金型用リング鋳物の外周部を、直径縮小矯正で用いる拘束リングの内径
と概略同じ直径になるように機械加工した後、前記タイヤ成形金型用リング鋳物を拘束リ
ング内に嵌め込む第３工程と、
　前記基準径部に、同基準径部の狙い直径と概略同じ外径を持つように可能な限り真円に
近い状態で加工された、熱膨脹率が前記タイヤ成形金型用リング鋳物の材質の熱膨脹率と
同等もしくはそれ以下で、かつ、降伏強度特性の高い材質からなる内径収縮止めリングを
嵌め込む第４工程と、
　この状態で加熱炉内で加熱保持すると共にその後冷却することで、前記タイヤ成形金型
用リング鋳物を圧縮降伏させ、前記タイヤ成形金型用リング鋳物の基準径部，意匠面部を
所定の内径とすると同時に、その真円度特性も内径収縮止めリングの真円度特性に準ずる
形に矯正する第５工程と、
　前記拘束リングおよび内径収縮止めリングを、前記タイヤ成形金型用リング鋳物から除
去すると共に除去後のリング鋳物を外周加工する第６工程とを順次経ることを特徴とする
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、タイヤ成形用金型の製造方法。
【請求項２】
　請求項１記載のタイヤ成形用金型の製造方法であって、
　前記拘束リングは、リング全体としてのヤング率を、意図的に小さくし、前記タイヤ成
形金型用リング鋳物のヤング率に近づけて製作されることを特徴とする、タイヤ成形用金
型の製造方法。
【請求項３】
　請求項１または２記載のタイヤ成形用金型の製造方法であって、
　前記内径収縮止めリングは、２つ以上のパーツに分離可能な組立て構造体として製作さ
れていることを特徴とする、タイヤ成形用金型の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鋳造により製作されたタイヤ成形用金型の寸法精度を向上させるものであっ
て、さらに詳しくは、リング状態で鋳造されたタイヤ成形金型用リング鋳物の意匠面部の
直径，真円度特性を、簡易に精度高く狙い特性に矯正できるタイヤ成形用金型の製造方法
、および該製造方法により製造されるタイヤ成形用金型に関する。
【背景技術】
【０００２】
　タイヤ成形用金型は、複数に分割されたピース金型を組み付けることにより形成されて
おり、タイヤ形状を幅方向に２分割することにより構成される上下分割型（２ピースモー
ルド）と、半径方向（円周方向）に７～１３程度に分割することにより構成される上下一
体型（セクショナルモールド）との２種類のタイヤ成形用金型が使用されている。
【０００３】
　このようなタイヤ成形用金型においては、鋭い角を有した凹ブロック形状部分やサイプ
ブレードなどの薄肉凸形状部分を多数有していることから、機械加工による製造が不向き
であり、このため、鋳造によって製造されている。
【０００４】
　鋳造製法の中でも、石膏鋳造法が使用されることが多い。これは、鋳型が崩壊性を持ち
、アンダーカット形状対応の自由度が高く、鋳型での組み立て加工が簡易に行え、金型分
割形状分をほぼ一体形状で鋳造でき、かつ、寸法精度が高い上、鋳型コストが低いことが
その理由として挙げられる。
【０００５】
　図１４は、石膏鋳造法によって２ピースモールドを作製する手順を示す。まず、（ａ）
に示すように石膏、樹脂などを用いてタイヤの原型（マスターモデル）１を機械加工で作
製し、（ｂ）で示すようにシリコーンゴムなどによって原型１を反転したゴム型２を作製
する。そして、（ｃ）で示すようにゴム型２から鋳型３を石膏によって反転作製し、この
鋳型３を焼成乾燥した後、（ｄ）で示すように複数角度で切断し、（ｅ）で示すように組
み立ててリング状の鋳型４とする。そして、（ｆ）で示すように、この鋳型４を鋳枠５で
囲み、鋳枠５内にアルミニウム合金等の合金溶湯６を充填して鋳造することにより鋳物と
し、この鋳物に対して不要部分の除去のための機械加工を行い、その後、（ｇ）で示すよ
うに型合わせを行ってタイヤ成形用金型８とする。（ｇ）において、符号７は、タイヤ成
形用金型を構成する複数の分割金型である。この分割金型７は、後述する図１６に示すよ
うに、バックモールド９を用いることにより上下分割型に組み立てられ、この組み立てに
よってタイヤ成形用金型８が形成されるものである。
【０００６】
　図１５は、石膏鋳造法によってセクショナルモールドを作製する手順を示し、図１４と
同様に、（ａ）で示すタイヤの原型１を反転した（ｂ）のゴム型２を作製した後、（ｃ）
及び（ｄ）で示すように石膏によって鋳型３を作製し、（ｅ）で示すように組み立てて鋳
型４とする。その後は、図１４と同様に、アルミニウム合金等の鋳造金属による鋳造を行
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い、鋳物を型合わせして（ｆ）で示すタイヤ成形用金型８とする。（ｆ）において、符号
７は図１４と同様に、タイヤ成形用金型８を構成する分割金型である。
【０００７】
　さらに詳しくは、石膏鋳造法によるセクショナルモールドの作製方法は、第１セクショ
ナルモールド法と第２セクショナルモールド法とに分けることができる。第１セクショナ
ルモールド法は、セクター端面余肉設定法で、分割金型７が背面加工代および側面加工代
等の後加工で除去される仕上げ加工代を有して形成されるものであり、第２セクショナル
モールド法は、セクター端面余肉無し法で、分割金型７がセクターブロック両側面（端面
）について仕上げ加工代無しで製作されるものである。
【０００８】
　以上の方法によって作製された複数の分割金型７は、図１６に示すように、周方向で相
互に隣接するように組み付けられるものであり、（ａ）はセクショナルモールドの場合、
（ｂ）は２ピースモールドの場合を示す。いずれにおいても、外側のバックモールド９に
複数の分割金型７を取り付けてリング状に組み付けることによりタイヤ成形用金型８とす
る。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　このように、２ピースモールド法、第１セクショナルモールド法、および第２セクショ
ナルモールド法は、いずれもリング状態で鋳造することから、アルミ合金溶湯の凝固・冷
却収縮時に、リングの中心軸に対して不均一な歪みを発生させてしまうことが多く、これ
に起因して鋳放し鋳物（リング鋳物）の内面（意匠面）の真円度（基準真円からの振れ値
幅）特性が悪化する傾向にある。
【００１０】
　また、鋳物の収縮バラツキも発生しやすく、これに起因して、リング鋳物内径も、狙い
とするものから（許容公差を逸脱して）外れてしまう場合も有る。
【００１１】
　タイヤ成形金型において各部の直径と真円度は、タイヤ性能を決定づける重要な管理項
目であり、その要求特性は、年々高い精度のものとなってきており、鋳造法による製作限
界に近づきつつある。
【００１２】
　たとえば、現状の要求精度は、許容公差数値が、直径で±０．２ｍｍ程度，真円度で０
．２５ｍｍ程度であり、さらに高精度仕様の場合は、直径で±０．１～０．１５ｍｍ，真
円度で０．１～０．１５ｍｍで、殆ど機械加工スペックに近いものとなっている。
【００１３】
　このような観点から前述した従来の３つの石膏鋳造法によるタイヤ成形金型製法を総括
してみるに、セクターブロック単位で真円の鋳物を製作することを狙う、第１セクショナ
ルモールド法（端面余肉設定法）は、現行法の中では最も効果的に、これらの問題を解決
している製法であると言える。
【００１４】
　その理由は、半径（直径）特性については、リング状態で鋳造した鋳物を、円周方向に
セクター分割した後に、所定の直径位置に内面（意匠面）が来る様に調整した後、セクタ
ー上下面加工、端面加工、及び、外周加工を行うことができるので、リング状態の時より
半径（直径）特性を向上させることができる。
【００１５】
　同じような理由で、真円度特性についても、第１セクショナルモールド法（端面余肉設
定法）は、連続したリング状態では真円度特性が悪くても、セクター分割して、再度組み
立て直す工程を経ることができるから（セクター分割面の両端部をゼロ位置に持ってきて
、端面角度加工が可能となることから）、リング状態の時より真円度特性を向上させるこ
とができる。
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【００１６】
　図１７は、これら特性の向上を説明するもので、図１７（ａ）はリング鋳物の状態で、
鋳物の各部半径（直径）が狙い寸法（正規半径Ｒ）から外れ真円度特性が良くない場合を
示しており、２ピースモールドでは、外力で矯正しない限り、このままの状態で金型とし
て使用することになる。これに対して、第１セクショナルモールド法（端面余肉設定法）
では、図１７（ｂ）に示すように、セクター分割後、円周方向Ｐｆ面両端部を正規の半径
Ｒの位置とし、上下型間でも同じ半径となるようにセクターの位置調整をして外周加工を
行うことができる（全セクター同様）。したがって、第１セクショナルモールド法（端面
余肉設定法）では、セクター両端部を、正規半径Ｒの位置にシフトできる（図１７（ｃ）
に示すように、セクター位置調整加工前→セクター位置調整加工後）ため、半径（直径）
、真円度ともにリング状態時より改善される。
【００１７】
　このため第１セクショナルモールド法（端面余肉設定法）は、他の２つの製法には無い
メリットが有る。
【００１８】
　しかしながら、第１セクショナルモールド法（端面余肉設定法）は、前述した調整によ
り、セクター分割面（両端面）部に、意匠面形状にズレ・歪みを発生させることが多くな
ると言うデメリットも存在する。
【００１９】
　加えて、第１セクショナルモールド法（端面余肉設定法）は、鋳物の外周加工工数が他
の２つの製法と比べて多くなるので、金型コストが高くなる、という課題をも有している
。
【００２０】
　他方、２ピースモールド法および第２セクショナルモールド法は、真円を狙ってリング
鋳物を製作するものであるが、製作されたリング鋳物の鋳放し直径、および真円度特性が
、所定の数値に入らない場合には、機械加工による位置調整で補正ができないため、リン
グ状態鋳物のままで、直径矯正や、真円度補正を行う必要が出てくる。
【００２１】
　　従来、直径矯正，真円度補正としては、直径（半径）拡張タイプ，または直径（半径
）縮小タイプの２種類の方法が採用されている。
【００２２】
　図１８は、直径（半径）拡張タイプに用いるリング鋳物で、図１８（ａ）は鋳放し状態
のものＡ１で、図１８（ｂ）は鋳放し状態のものＡ１から押湯部分Ｂを取り除いたリング
鋳物Ａを示す。
【００２３】
　図１９は、直径（半径）拡張タイプの第１矯正方法を説明するもので、この第１矯正方
法は、円盤を１２～２０に分割した扇形スライド駒ｅを用いたカム式エキスパンダーＥを
拡張手段とするものであり、図１８（ｂ）のリング鋳物Ａの鋳放し面ａを基準径部として
行うものである。
【００２４】
　図１９（ａ）は、上下の鋳放し面ａを利用して上下同時に扇形スライド駒ｅを同一量だ
け張り出す方法であり、φｄ１，φｄ２を同時に拡張するものであり、図１９（ｂ）は、
下側の鋳放し面ａを利用して下側だけ扇形スライド駒ｅを一定量だけ張り出す方法であり
、φｄ１側のみ拡張するものであり、図１９（ｃ）は、上側の鋳放し面ａを利用して上側
だけ扇形スライド駒ｅを一定量だけ張り出す方法であり、φｄ２側のみ拡張するものであ
る。
【００２５】
　また、図１９中のＡ、Ｂ、Ｃは、それぞれの方法（ａ）、（ｂ）、（ｃ）における矯正
状況、クラウンＲ形状変化、各部位の真円度をそれぞれ示している。
【００２６】
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　図１９のＢから明らかなように、（ａ）の場合、上下で張り出された部位近傍のみが直
径（半径）が拡張されるだけで、中央部は、元の直径に近い状態 となり、所謂サバ折れ
状態を呈するものであり、（ｂ）の場合、下側の張り出された部位近傍の直径（半径）が
拡張されると同時に、上側はその反作用で若干直径が縮小するものであり、（ｃ）の場合
、上側の張り出された部位近傍の直径（半径）が拡張されると同時に、下側はその反作用
で若干直径が縮小するものである。
【００２７】
　また図１９のＣは、それぞれ内側の破線は鋳放し状態を、外側の実線は同部分の矯正後
の状態を示しており、これらから明らかなように、意匠面部と真円度傾向の相関性が高い
上下基準径部（鋳放し面部）を、扇形スライド駒で真円に張り出して行くことから、曲率
の小さい所（即ち半径が大きくなっている所）が、リング鋳物において、より大きな矯正
歪みを受けることになる。さらにこの矯正歪みに加えて、直径（半径）張り出しによる全
体的な引張り歪みを受けることで、張り出し矯正を受けた部位近傍は、直径（半径）拡張
と同時に、鋳放し状態より真円度も向上する（バウシンガー効果による真円度改善、とい
う）。これが鋳放し基準径部を用いた直径拡張矯正の特徴（旋盤加工面で直径拡張矯正を
しても、真円度向上現象はおこらない）である。
【００２８】
　しかしながら、この直径（半径）拡張タイプの第１矯正方法は、図１９（ａ）～（ｃ）
のどの矯正パターンでもクラウンＲ形状（タイヤ幅方向断面形状）（図１９のＢ）のサバ
折れ現象が起こり易いと言う問題点を有している。
【００２９】
　図２０は、直径（半径）縮小タイプに用いるリング鋳物で、図２０（ａ）は鋳放し状態
のものＡ１で、図２０（ｂ）は鋳放し状態のものＡ１から押湯部分Ｂを取り除いたリング
鋳物Ａを示す。
【００３０】
　図２１は、直径（半径）縮小タイプの第２矯正方法を説明するもので、この第２矯正方
法は、リング鋳物Ａの背面に形成した加工面ｂに拘束リングＦを嵌め込んだ状態で熱間サ
イジングを行うものである。
【００３１】
　図２１（ａ）は、リング鋳物Ａの背面部（加工面ｂ）全面を同形状（テーパ形状）の内
面を持った拘束リングＦで覆い、この状態で熱処理するものであり、図２１（ｂ）は、リ
ング鋳物Ａの背面部（加工面ｂ）の下側部分のみを拘束リングＦで覆い、この状態で熱処
理するものであり、図２１（ｃ）は、リング鋳物Ａの背面部（加工面ｂ）の上側部分のみ
を拘束リングＦで覆い、この状態で熱処理するものである。このとき拘束リングＦは、リ
ング鋳物Ａ（アルミ合金）より熱膨張量の小さい材質、例えば鋼材を用いて形成される。
【００３２】
　また、図２１中のＡ、Ｂ、Ｃは、それぞれの方法（ａ）、（ｂ）、（ｃ）における矯正
状況、クラウンＲ形状変化、各部位の真円度をそれぞれ示している。
【００３３】
　図２１のＢから明らかなように、（ａ）の場合、拘束リングＦにより全体的に締め付け
られるので、リング鋳物Ａの内径が全体的に小さくなり、サバ折れ現象は起こりにくいも
のとなっており、（ｂ）の場合、下側の拘束リング近傍部位のみ内径が小さくなり、上側
はその反作用で若干内径が大きくなるものとなっており、（ｃ）の場合、上側の拘束リン
グ近傍部位のみ内径が小さくなり、下側はその反作用で若干内径が大きくなるものとなっ
ている。
【００３４】
　また図２１のＣは、それぞれ外側の破線は鋳放し状態を、内側の実線は同部分の矯正後
の状態を示しており、これらから明らかなように、本矯正は真円である旋盤加工面ｂを基
にして、直径縮小矯正を行うことになる為、矯正により真円度が向上すると言う現象は起
こらない。リング鋳物Ａの背面形状を鋳放し状態で直径縮小矯正を行うことも不可能では
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ないが、意匠面部と背面部では、真円度傾向に相関性は全く無い為、これを行っても、真
円度向上効果は得られない。
【００３５】
　この直径（半径）縮小タイプの第２矯正方法は、上下部を同一量だけ同時に直径縮小矯
正する場合（図２１（ａ））のみ、クラウンＲ形状（図２１のＢ参照）のサバ折れ現象が
起こりづらいが、その他の場合（図２１（ｂ）、（ｃ））は、基本的にサバ折れ現象が発
生する、という問題点を有している。
【００３６】
　図２２は、さらに別の半径縮小タイプ（図２２（ａ））および半径拡張タイプ（図２２
（ｂ））を示す。
【００３７】
　このときの半径縮小タイプとしての第３矯正方法は、振り子型ハンマーによる打撃法で
あり、局部的に半径を縮めて鋳放しリング鋳物Ａ１の真円度を向上させたい場合に用いら
れる方法であり、振り子の質量Ｗと振り下ろし角度θによって打撃エネルギーを制御でき
る為、０．１ｍｍ単位での半径縮小矯正が可能となる。
【００３８】
　また半径拡張タイプとしての第４矯正方法は、固定式ハンマーによる落下衝撃法であり
、局部的に半径を大きくしてリング鋳物Ａの真円度を向上させたい場合に用いる方法であ
り、鋳放しリング鋳物Ａ１の自重と、落下の落差で衝撃エネルギーを制御できる為、０．
１ｍｍ単位での半径縮小が可能となる。
【００３９】
　また、図２２中のＡ、Ｂは、第３および第４矯正方法（ａ）、（ｂ）における矯正状況
、および各部位の真円度（図２２のＢ中、破線は鋳放し状態を示し、実線は矯正後を示す
）をそれぞれ示している。
【００４０】
　図２２のＢから明らかなように、第３矯正方法（ａ）の場合、打撃部位が優先的に半径
を縮小するが、その両側に９０°シフトした部位の半径は若干拡大し、トータルとして、
矯正前後で、平均直径（半径）に殆ど差は無くなるのが一般的であり、第４矯正方法（ｂ
）の場合、打撃部位が優先的に半径を拡大するが、その両側に９０°シフトした部位の半
径は若干縮小し、トータルとして、矯正前後で、平均直径（半径）に殆ど差は無くなるの
が一般的である。
【００４１】
　また、この第３および第４矯正方法のクラウンＲ形状の変化については図示しないが、
クラウンＲ形状は、打撃負荷が、リング鋳物のタイヤ幅方向に渡って全面に均一に作用す
れば矯正前後で、殆ど変化は無いと言えるが、偏った負荷が作用してしまうと、サバ折れ
変形が起こる可能性が有る。タイヤ幅方向に均一な衝撃負荷を与えるのは極めて難しいと
言える為、実質的には第３および第４矯正方法も又、クラウンＲ形状のサバ折れは起こる
、という問題点を有している。
【００４２】
　さらには、従来、エキスパンダーによる直径拡張矯正としての第１矯正方法は、直径（
内径）、真円度特性を同時に改善（矯正）できることから、「タイヤ金型用リング鋳物の
鋳放し内径を、意図的に狙い寸法（図面寸法）より小さく作り込んでおき、直径拡張矯正
で、直径，真円度を同時矯正する」手法が、最も一般的に行われている。
【００４３】
　しかしながら、この第１矯正方法においては、次の様な問題点が存在している。
【００４４】
　（１）カム式エキスパンダー等の外力で直径拡張矯正することになる為、外力を除去し
た際のリング鋳物のスプリングバックにより、狙い直径に拡張するのに高度な予測技術を
要する（複数回エキスパンダー処理を行う必要が有る場合や、拡張し過ぎてしまう場合も
ある）。
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【００４５】
　（２）クラウンＲ形状精度の劣化（悪化）を必ず伴う（但し、真円度特性は改善される
と言う利点も有る）。
【００４６】
　（３）直径拡張量がリング鋳物の破断伸びを超えてしまった場合、破損に直結してしま
う。
【００４７】
　（４）サイプを鋳包んでいる場合、鋳包み強度が低下してしまう場合がある。
【００４８】
　（５）直径拡張後の（局所的な塑性変形による）残留歪みが、後のタイヤ金型使用時に
悪影響を及ぼす危険性がある（寸法の経時変化や、金型加工時の変形発生等）。
【００４９】
　また、拘束リングを用いて直径を縮小する第２矯正方法は、「タイヤ金型用リング鋳物
の鋳放し内径を、意図的に狙い寸法（図面寸法）より大きく作り込んでおき、直径を矯正
する」手法で、次の問題点が存在している。
【００５０】
　（６）加熱温度，加熱保持時間の設定等、熱間矯正条件の設定が難しく、狙いの直径に
縮小するのに高度な予測技術を要する（複数回の熱間矯正を行う必要がある場合や、縮小
し過ぎてしまう場合もある。）。
【００５１】
　（７）クラウンのＲ形状精度の劣化（悪化）を伴う場合がある（真円度特性も基本的に
改善されない）。
【００５２】
　この直径縮小する第２矯正方法は、直径拡張する第１矯正方法の問題点（３）～（５）
は問題とならない点が利点であると言える。すなわち、第２矯正方法は、圧縮矯正の為、
割れることは無く、サイプの鋳包み面に隙間が生じることも無く、かつ矯正が熱間で行わ
れる為、残留歪みが残りにくいことが、その理由である。
【００５３】
　さらには真円度補正（矯正）する第３および第４矯正方法は、次の様な問題点が存在し
ている。
【００５４】
　（８）直径に関しては、基本的に矯正できない。
【００５５】
　（９）矯正後の（局所的な塑性変形による）残留歪みが、後のタイヤ金型使用時に悪影
響を及ぼす危険性がある（寸法の経時変化や、金型加工時の変形発生等）。
【００５６】
　以上のように、従来の第１～第４矯正方法は、いずれも重大な問題点を有しており、全
ての面で問題点の少ない直径，真円度矯正方法は、従来存在していないというのが実情で
ある。
【００５７】
　本発明は、以上の状況に基づいてなされたものであり、矯正後にスプリングバックや残
留歪みを殆ど生じることの少ない直径縮小矯正により、タイヤ成形金型用リング鋳物の直
径と真円度特性を同時に矯正し、かつクラウンＲ形状を損ない難いタイヤ成形用金型の製
造方法およびタイヤ成形用金型を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００５８】
　上記目的を達成するため、請求項１の発明は、鋳造製法で製作されるタイヤ成形用金型
の製造方法であって、
　リング鋳物状態で上下端直近の内径部に後加工で除去でき、所定の直径の真円となるこ
とを狙った基準径部を鋳出しにより形状製作する第１工程と、
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　前記基準径部と意匠面部の内径が、狙い直径に対して０．０５～０．２％程度大きくな
るようにタイヤ成形金型用リング鋳物を、鋳造、製作する第２工程と、
　前記タイヤ成形金型用リング鋳物の外周部を、直径縮小矯正で用いる拘束リングの内径
と概略同じ直径になるように機械加工した後、前記タイヤ成形金型用リング鋳物を拘束リ
ング内に嵌め込む第３工程と、
　前記基準径部に、同基準径部の狙い直径と概略同じ外径を持つように可能な限り真円に
近い状態で加工された、熱膨脹率が前記タイヤ成形金型用リング鋳物の材質の熱膨脹率と
同等もしくはそれ以下で、かつ、降伏強度特性の高い材質からなる内径収縮止めリングを
嵌め込む第４工程と、
　この状態で加熱炉内で加熱保持すると共にその後冷却することで、前記タイヤ成形金型
用リング鋳物を圧縮降伏させ、前記タイヤ成形金型用リング鋳物の基準径部，意匠面部を
所定の内径とすると同時に、その真円度特性も内径収縮止めリングの真円度特性に準ずる
形に矯正する第５工程と、
前記拘束リングおよび内径収縮止めリングを、前記タイヤ成形金型用リング鋳物から除去
すると共に除去後のリング鋳物を外周加工する第６工程とを順次経ることを特徴とする。
【００５９】
　請求項１の発明では、予め内径を大き目（０．０５～０．２％ほど狙い直径より大き目
）に製作（第１工程および第２工程）しておいたタイヤ成形金型用リング鋳物の鋳出し基
準径部に、該当基準径部の狙い直径を外径に持つ内径収縮止めリングを嵌め込んだ状態で
、従来法である熱間矯正（直径縮小矯正）を行う（第３工程および第４工程）ことで、リ
ング鋳物の内径と真円度特性を同時に矯正できる（第５工程）。
【００６０】
　このため、２ピースモールド法、第１セクショナルモールド法、および第２セクショナ
ルモールド法のいずれにも拘わらず、熱間矯正する際の条件設定を読み違えて、リング鋳
物を内径縮小し過ぎるような条件となった場合でも、内径収縮止めリングの存在で、それ
以下の内径に縮小されることが無い。
【００６１】
　請求項２の発明は、請求項１記載のタイヤ成形用金型の製造方法であって、
　前記拘束リングは、リング全体としてのヤング率を、意図的に小さくし、前記タイヤ成
形金型用リング鋳物のヤング率に近づけて製作されることを特徴とする。　
　このヤング率調整方法としては、拘束リング各部に穴を空けたり、拘束リング材質に発
泡金属や空隙率の高い焼結金属を用いる等の手法が例として挙げられる。
【００６２】
　請求項２の発明では、リング鋳物と拘束リングのヤング率のバランスが良く、リング鋳
物全体がうまく圧縮塑性変形してリング鋳物の基準径部が内径収縮止めリングに接触する
まで直径縮小することができる。
【００６３】
　請求項３の発明は、請求項１または２記載のタイヤ成形用金型の製造方法であって、
　前記内径収縮止めリングは、２つ以上のパーツに分離可能な組立て構造体として製作さ
れていることを特徴とする。
【００６４】
　請求項３の発明では、内径収縮止めリングは、室温まで冷却した時点でリング鋳物と内
径収縮止めリング間の冷却収縮量の差によって、リング鋳物によりあたかも「しまり嵌め
」されたような状態となったとしても、容易に脱型することができる。
【００６５】
　請求項４の発明は、請求項１～３のいずれか１項に記載のタイヤ成形用金型の製造方法
で製作されることを特徴とする。
【発明の効果】
【００６８】
　請求項２の発明によれば、拘束リングのヤング率をリング鋳物のそれに近づけたので、
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リング鋳物で最も直径縮小させたい「意匠面（内面）」に歪みエネルギーが効率的に届く
ことができ、これにより請求項１の発明の効果に加えて、リング鋳物の直径と真円度特性
を一層確実に向上させることができる。
【００６９】
　請求項３の発明によれば、内径収縮止めリングを容易に脱型することができるので、請
求項１または２の発明の効果に加えて、製造方法の一層の簡略化を図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７１】
　以下、本発明を図示する実施の形態により、具体的に説明する。なお、各実施の形態に
おいて、同一の部材には同一の符号を付して対応させてある。
【００７２】
　本発明は、鋳造製法で製作されるタイヤ成形用金型の製造方法であって、リング鋳物状
態で上下端直近の内径部に後加工で除去でき、所定の直径の真円となることを狙った基準
径部を鋳出しにより形状製作する第１工程と、前記基準径部と意匠面部の内径が、狙い直
径に対して０．０５～０．２％程度大きくなるようにタイヤ成形金型用リング鋳物を、鋳
造、製作する第２工程と、前記タイヤ成形金型用リング鋳物の外周部を、直径縮小矯正で
用いる拘束リングの内径と概略同じ直径になるように機械加工した後、前記タイヤ成形金
型用リング鋳物を拘束リング内に嵌め込む第３工程と、前記基準径部に、同基準径部の狙
い直径と概略同じ外径を持つように可能な限り真円に近い状態で加工された、熱膨脹率が
前記タイヤ成形金型用リング鋳物の材質の熱膨脹率と同等もしくはそれ以下で、かつ、降
伏強度特性の高い材質からなる内径収縮止めリングを嵌め込む第４工程と、この状態で加
熱炉内で加熱保持すると共にその後冷却することで、前記タイヤ成形金型用リング鋳物を
圧縮降伏させ、前記タイヤ成形金型用リング鋳物の基準径部，意匠面部を所定の内径とす
ると同時に、その真円度特性も内径収縮止めリングの真円度特性に準ずる形に矯正する第
５工程と、前記拘束リングおよび内径収縮止めリングを、前記タイヤ成形金型用リング鋳
物から除去すると共に除去後のリング鋳物を外周加工する第６工程とを順次経ることを特
徴とする。
【００７３】
　具体的には、図１～図３に基づいて説明する。図１～図３において、（ａ）、（ｂ）、
（ｃ）は、それぞれ２ピースモールド法、第２セクショナルモールド法（セクター端面余
肉無し法）、第１セクショナルモールド法（セクター端面余肉設定法）を示しており、左
側部分には簡単な工程説明が付してある。
【００７４】
　まず、鋳放し鋳物（リング鋳物）が製作される。この工程は前述した第１工程に該当す
るもので、 タイヤ成形金型用リング鋳物Ａ１の意匠面部ｄの上下端部近傍の内径部に、
後加工で除去出来、鋳放しで所定の直径で真円となることを狙った基準径部ｃを「鋳出し
」にて付与しておく。これはマスターモデル又は鋳型形状の段階で作り込んでおく。図中
、符号ｆは製品部である。
【００７５】
　この基準径部ｃと、意匠面部ｄの内径が、狙い直径に対して、０．０５～０．２％（０
．５／１０００～２．０／１０００）程大きくなるようにリング鋳物Ａ１を鋳造製作する
（予め収縮率に設定しておくか、鋳型組立て直径の調整にて
対応しておく）もので、これは前述した第２工程に該当する。
【００７６】
　リング鋳物Ａ１は、２ピースモールド法（図１（ａ））と第２セクショナルモールド法
（図１（ｂ））については、基準径部ｃ，意匠面部ｄ共に、真円に近い形状となる為、鋳
型の時点で基準径部ｃを意匠面部ｄと一体構造で製作しておくことができるが、第１セク
ショナルモールド法（図１（ｃ））についてのみ、意匠面部ｄはセクターブロック単位で
「花びら型」となる為、鋳型組立て時に、鋳型上下に真円狙いの基準径部ｃとなる別パー
ツ（ダミー）を付与して対応することが必要となる。



(10) JP 4268024 B2 2009.5.27

10

20

30

40

50

【００７７】
　次は、中間加工工程で、これは前述した第３工程の前半部分に該当する。この工程では
、タイヤ成形金型用リング鋳物Ａ１の押湯部を切断除去してリング鋳物Ａとし、背面形状
を、あとから嵌め込む拘束リング１０の内面形状と概略同形状に機械加工しておく。
【００７８】
　次は、拘束リング設置工程で、これは前述した第３工程の後半部分に該当する。この工
程では、 加工した背面部が、拘束リング１０の内面に概略密着するように、タイヤ金型
用リング鋳物Ａを拘束リング１０内に嵌め込む。なお、拘束リング１０は、タイヤ金型用
リング鋳物Ａの材質より降伏強度が高く、かつ、熱膨脹率が小さい材質であることが必須
である。
【００７９】
　次は、図２に示す内径収縮止めリング設置工程で、これは前述した第４工程に該当する
。この工程では、タイヤ金型用リング鋳物Ａの基準径部ｃに、該当基準径部ｃでの狙い直
径を外径寸法に持ち、ほぼ真円に加工された、熱膨脹率がタイヤ金型用リング鋳物Ａのそ
れと同等もしくはそれ以下で、かつ、降伏強度特性が高い材質からなる、内径収縮止めリ
ング１１を嵌め込む。タイヤ金型用リング鋳物の意匠面部と基準径部は、第２工程で狙い
直径より０．０５～０．２％程大きく作り込まれている為、内径収縮止めリング１１を嵌
め込むのには殆ど支障は無い。
【００８０】
　次に加熱保持工程および冷却工程で、前述した第５工程に該当する。図２中、加熱保持
工程の符号１２はヒータ、符号１３は加熱炉である。この工程では、加熱時に、タイヤ金
型用リング鋳物Ａの方が、拘束リング１０より大きな熱膨脹することから、拘束リング１
０に押し潰されると共にその後冷却する際に直径を小さくする方向に塑性変形することに
なる。この加熱時の塑性変形及び、冷却時のリング鋳物の冷却収縮でタイヤ金型用リング
鋳物の内径が小さくなって行く際に、内径収縮止めリング１１が存在していることから、
リング鋳物Ａの基準径部ｃが内径収縮止めリング１１の外周部に接触した時点で、リング
鋳物Ａが、これ以上の内径収縮挙動を示すことは無くなると同時に、リング鋳物Ａの内面
真円度特性が、内径収縮止めリング１１の外周部の真円度特性に倣って行くことになり、
これにより直径矯正と真円度特性の改善効果を同時に得ることができる。
【００８１】
　次は、図３に示す拘束リングおよび内径収縮止めリングの除去工程および外周加工工程
で、これは前述した第６工程に該当する。この工程では、２ピースモールド法の場合は、
上下型（製品部ｆ）が製作され、型合わせによりタイヤ成形用金型が完成し、第２セクシ
ョナルモールド法の場合は、製品部ｆが製作され、その後の製品部ｆのセクター分割で分
割されたセクターブロック（図示せず）の組立でタイヤ成形用金型が完成し、および第１
セクショナルモールド法の場合は、リング鋳物Ａの外周部分が加工され、その後のセクタ
ー分割および分割されたセクターの外周加工を経て得られるセクターブロックの組立でタ
イヤ成形用金型が完成する。
【００８２】
　このタイヤ成形用金型の製造方法によれば、予め内径を大き目（０．０５～０．２％程
狙い直径より大き目）に製作しておいたタイヤ成形金型用リング鋳物Ａの鋳出し基準径部
ｃに、該当基準径部ｃの狙い直径を外径に持つ内径収縮止めリング１１を嵌め込んだ状態
で、熱間矯正（直径縮小矯正）を行うことで、リング鋳物Ａの内径と真円度特性を同時に
矯正できる点と、熱間矯正する際の条件設定を読み違えて、リング鋳物Ａを内径縮小し過
ぎるような条件となった場合でも、内径収縮止めリング１１の存在で、それ以下の内径に
縮小されることが無い点が、メリットとなっている。
【００８３】
　さらに、各工程毎に詳細に検討してみる。
【００８４】
　まず、第１工程において、基準径部ｃを鋳出しで作り込んでおくのは、直径縮小矯正時
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に、この部分に内径収縮止めリング１１を当て込んで、リング鋳物Ａの内径，真円度特性
を矯正する際に、多少の圧縮塑性変形を伴うため、仕上げ加工可能な仕上げ代を付与する
必要があることから、意匠面では無く、タイヤ金型のサイドウォール（サイドプレート）
と嵌合する面（意匠の無い円筒面もしくは円錐面）である、上下端部直近に配置すること
が作業上もっとも利便性が高いためである。
【００８５】
　また、第２工程において、タイヤ金型用リング鋳物Ａの基準径部ｃ及び意匠面部ｄの内
径を、狙い直径に対して０．０５～０．２％程大きく作り込んでおくのは、後の直径縮小
矯正で真円度特性をも同時に矯正させるためである。
【００８６】
　この範囲に設定したのは、０．０５％以下では、矯正時にリング鋳物Ａに充分な圧縮歪
みを与えられず、バウシンガー効果を利用した真円度矯正効果が発揮されにくいこと、お
よび０．２％以上では、矯正時にリング鋳物Ａの円周方向の圧縮塑性変形させる量が大き
くなり過ぎ座屈変形による真円度悪化が現われ易いことによる。
【００８７】
　また、第３工程において、拘束リング１０の材質がタイヤ金型用リング鋳物の材質より
降伏強度が高く、かつ熱膨張率が低いものである必要があるのは、加熱による熱膨脹量差
を利用する為で、リング鋳物の方をより大きく熱膨脹させ拘束リング１０で絞め込んでも
、拘束リング１０側は塑性変形させず、リング鋳物Ａ側のみ塑性変形させる為である。 
また、リング鋳物Ａの背面を拘束リング１０の内面形状に概略密着する形状に予め機械加
工するのは、熱膨脹量差分でリング鋳物Ａに生じる歪みエネルギーを極大化させ、効率よ
く直径縮小矯正させる為である。
【００８８】
　また、第４工程において、タイヤ成形金型用リング鋳物Ａの鋳出し（鋳放し）基準径部
ｃへの内径収縮止めリング１１の設置は、熱膨脹量差を利用した直径縮小矯正を行った時
の従来法の次の問題点、
　　 i.　　加熱温度，加熱保持時間の設定等、熱間矯正条件の設定が難しく、狙いの直
径に縮小するのに高度な予測技術を要する（複数回の熱間矯正を行う必要がある場合や、
縮小し過ぎてしまう場合も存在する）こと、および
　　 ii．真円度特性は基本的に改善しないこと、
を解消するためである。
【００８９】
　 また、内径収縮止めリング１１の材質が、タイヤ金型用リング鋳物Ａの材質と比べて
、 熱膨脹率が同等か、それ以下である必要があるのは、熱間矯正時に、内径収縮止めリ
ング１１が熱膨脹しても、リング鋳物Ａの基準径部ｃに接触しないようにすることを確実
に保証するため（内径収縮止めリング１１がリング鋳物Ａを押し広げ、内径拡張させない
為）であり、 降伏強度が高い必要があるのは、熱間矯正時（及び冷却中）にリング鋳物
Ａが内径収縮止めリング１１に接触したとき以降で、リング鋳物Ａの方を優先的に塑性変
形させて真円度矯正させるためである。
【００９０】
　また、第５工程において、加熱保持する条件（熱間矯正条件）は、材質，代表直径，各
部の肉厚等の変化で、微妙に変化する為、一義的に定義することはできないが、概略以下
のようなものである。
【００９１】
　　i．加熱温度は概ね、１００～４００℃である。タイヤ金型用リング鋳物Ａの対象と
なる材質は「アルミ合金」が圧倒的に多いため、これを想定した場合、１００℃未満では
、リング鋳物Ａと拘束リング１０間に充分な熱膨脹率差を持たせられない。すなわち、熱
間矯正時にリング鋳物Ａに充分な圧縮歪みエネルギーを投与できないため、内径縮小させ
られない。加熱によるリング鋳物Ａの降伏強度低下も少ないため、圧縮塑性変形させづら
いと言う理由もある。他方、４００℃超では、熱間矯正後のリング鋳物Ａの強度特性低下
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が著しくなり、また、拘束リング１０，内径収縮止めリング１１の酸化損傷も大きくなる
と言う問題が生じるためである。
【００９２】
　　ii．理論的に必要とされる加熱温度は、以下の式で算出できる。
【００９３】
　　 T（℃）＝25（室温：℃）＋（φDA－φDF）／｛（αP－αR）×φDA｝
　 ここで、
　　αP ： リング鋳物Ａの室温から加熱温度までの熱膨脹率（％）
　　αR ： 拘束リング１０の室温から加熱温度までの熱膨脹率（％）
　　φDA ： 矯正前のリング鋳物Ａの基準径部ｃの内径（直径）
　　φDF ： リング鋳物Ａの基準径部ｃでの矯正後の狙い内径（直径）
　 実際には、リング鋳物Ａと拘束リング１０の熱膨脹量差で生まれる歪みエネルギーの
内、リング鋳物Ａの降伏歪みを超えた分だけが、リング鋳物Ａの塑性変形につながること
になるので、上記式で求められる理論加熱温度だけでは充分な矯正ができない場合が多い
。このため、実際の加熱温度は、この数値Ｔプラス５０～１００℃程度の値で設定するこ
とになる。
【００９４】
　　iii． 加熱時間は、矯正するリング鋳物Ａの大きさ（内径，肉厚，高さ，重量）によ
っても異なる。リング鋳物Ａ全体が、上記加熱温度まで上昇する時間が異なることが、こ
の主な理由であるが、概略２～１２ｈｒの加熱で一回の熱間矯正が完了できると言える。
【００９５】
　また好ましくは、拘束リング１０は、リング全体としてのヤング率を、拘束リング１０
の各部に穴を空けるか、あるいは拘束リング１０を発泡金属や空隙率の高い焼結金属を用
いて製作する等の手法で意図的に小さくし、タイヤ成形金型用リング鋳物Ａのヤング率に
近づけて製作される。
【００９６】
　タイヤ金型用リング鋳物の材質は、圧倒的にアルミ合金であることが多い。このため、
拘束リング１０の材質としては、鋼材を用いれば、安価に、タイヤ金型用リング鋳物Ａよ
り熱膨脹率が低く、降伏強度が高いと言う条件をクリアできる。
【００９７】
　熱間矯正による直径縮小矯正におけるリング鋳物Ａの直径縮小矯正過程では、リング鋳
物Ａと拘束リング１０の熱膨脹量差によりリング鋳物Ａに生じる（圧縮）歪みが、如何に
効率良く、リング鋳物Ａ全体を圧縮降伏させるか否かによって、矯正後のリング鋳物Ａの
内径寸法が決まると言える。
【００９８】
　熱間矯正時のリング鋳物Ａに生じる（圧縮）歪みは、リング鋳物Ａと拘束リング１０間
の熱膨脹量差と、リング鋳物Ａの直径、および、リング鋳物Ａと拘束リング１０のヤング
率（縦弾性係数）により決定されると言える。リング鋳物Ａのヤング率より拘束リング１
０のヤング率が大きい程、リング鋳物Ａに生じる歪みは大きくなるが、この圧縮歪みはリ
ング鋳物Ａの外周面（拘束リング１０との接触面）部でより顕著に集中してしまい、リン
グ鋳物Ａ内面に効率的に圧縮歪みが届きにくいと言う特性を持つ。
【００９９】
　したがって、熱間矯正時に、リング鋳物Ａの外周部に生じる最大圧縮歪みが、過剰に大
きすぎる状況が発生すると、この部位のみ優先的に塑性変形してしまい、リング鋳物Ａで
最も直径縮小させたい「意匠面（内面）」に歪みエネルギーが効率的に届かないと言う現
象が生じることになる。
【０１００】
　図４は、前記現象を説明するもので、リング鋳物Ａ，拘束リング１０のヤング率のバラ
ンスが良い場合を図中「Ｇ００ｄ」で示してあり、そうでない場合、すなわちリング鋳物
Ａに対して拘束リング１０のヤング率が高すぎる場合を「ＮＧ」で示してある。「Ｇ００
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ｄ」の場合は、リング鋳物Ａ全体がうまく圧縮塑性変形してリング鋳物Ａの基準径部ｃが
内径収縮止めリング１１に接触するまで直径縮小するが、「ＮＧ」の場合は、リング鋳物
Ａ－拘束リング１０の接触面部のみが優先的に圧縮塑性変形ｇしてしまいリング鋳物Ａの
基準径部ｃ，及び意匠面部ｄが充分に直径縮小しきれない。
【０１０１】
　このように、単に、リング鋳物Ａの材質＝アルミ合金，拘束リング１０の材質＝一般鋼
材，と言う組み合わせでは、
　アルミ合金のヤング率 ≒　７０００ｋｇｆ／ｍｍ２　（６８６５０ＭＰａ）
　鋼材のヤング率 ≒ ２１０００ｋｇｆ／ｍｍ２　（２０５９００ＭＰａ）
殆どの場合このようになることから、図４の「ＮＧ」の状況が発現され易いと言う問題点
が存在している。
【０１０２】
　そこで拘束リング１０は、鋼材（鉄材）製であっても、顕微鏡組織的に発泡させたもの
を用いることで、ヤング率のみ低く押えた材質を用いて製作することができる。例えば、
球状黒鉛鋳鉄（ＦＣＤ４５０～ＦＣＤ７００）のように、鋼材の金属結晶組織内部に、細
かな「グラファイト（炭素：C）」が球状に分布しているような材質（ヤング率≒１７０
００ｋｇｆ／ｍｍ２）や、空隙率（ヤング率は空隙率で大きく変化する）の高い焼結金属
を用い得る。
【０１０３】
　こうすることにより、拘束リング１０は、安価で入手しやすい鋼材（鉄材）製であって
も、そのヤング率をアルミ合金のそれに近づけることができ、これによりリング鋳物Ａで
最も直径縮小させたい「意匠面（内面）」に歪みエネルギーが効率的に届くことができ、
リング鋳物Ａの直径と真円度特性を一層確実に向上させることができる。
【０１０４】
　さらに好ましくは、内径収縮止めリング１１は、２つ以上のパーツに分離可能な組立て
構造体として製作される。
【０１０５】
　図５は、熱間矯正過程を説明するもので、熱間矯正前、熱間矯正後、および矯正治具取
り外しの各状態を示している。
【０１０６】
　熱間矯正過程では、矯正時にリング鋳物Ａに過剰に直径縮小歪みを作用させてしまう場
合がある。この場合であっても、内径収縮止めリング１１の存在のお陰でリング鋳物Ａの
内径は、狙い寸法に維持されることになるのであるが、矯正終了後の冷却時に、リング鋳
物Ａの材質の冷却収縮量が、内径収縮止めリング１１の冷却収縮量を大幅に上回るケース
が出てくる。
【０１０７】
　この時に、内径収縮止めリング１１は、リング鋳物Ａにより、あたかも「しまり嵌め」
されたような状態となり、リング鋳物Ａから内径収縮止めリング１１を脱型することが困
難となる場合が出てくる（図５中、「矯正治具取外し」参照）。
【０１０８】
　この場合の内径収縮止めリング１１の脱型を容易にするために、内径収縮止めリング１
１が、２つ以上のパーツに分離可能な組立て構造体として製作されるのである。
【０１０９】
　図６は、第１実施形態としての内径収縮止めリング１１Ａを示す。この内径収縮止めリ
ング１１Ａは、外周に沿う薄肉帯状の爪収容部１５を備えた円盤状の一枚のカム定盤１４
と、このカム定盤１４の爪収容部１５に半径方向に移動可能に収容される複数の可動爪１
６とで大略構成されている。可動爪１６は、外端側が幅広の略扇形の平面を有し、内端側
に可動斜面１６ａを有して形成されており、本実施形態では一枚のカム定盤１４に対して
８個用いられている。爪収容部１５は、可動爪１６の可動斜面１６ａが摺動可能に当接す
る固定斜面１５ａを内周に沿って形成することによって構成されている。図６中、符号１
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７は、カム定盤１４に穿設される締結孔である。
【０１１０】
　図７は、内径収縮止めリング１１Ａを用いて、内径縮小矯正（熱間矯正）を行い、室温
まで冷却した状態からの、型バラシ工程を示している。図７（ａ）は、室温まで冷却した
状態を示しており、上下の内径収縮止めリング１１Ａ、１１Ａは、締結孔１７を透通する
締結ボルトにより締結されている。この室温まで冷却した時点で、リング鋳物Ａと内径収
縮止めリング１１Ａとの間の冷却収縮量の差によって、内径収縮止めリング１１Ａに、内
側の締付け力が発生した場合でも、図７（ｂ）に示すように、締結ボルト１８を緩めた時
点で、固定斜面１５ａと可動斜面１６ａとの間の相互摺動による可動爪１６のカム式スラ
イド（矢印方向のカムアクション）により、リング鋳物Ａの締付け歪みは開放され、図７
（ｃ）、（ｄ）に示すように、楽に内径収縮止めリング１１Ａを脱型することが可能とな
る。なお、図７（ｂ）において、符号Ａ０は、締結ボルト１８を緩める前のリング鋳物Ａ
の位置を示している。
【０１１１】
　図８は、第２実施形態としての内径収縮止めリング１１Ｂを示す。この内径収縮止めリ
ング１１Ｂは、２分割タイプのものであって、略Ｃ字形のリング本体２０と、このリング
本体２０の両端を脱着可能に連結する脱着パーツ２１とから構成されている。脱着パーツ
２１は、結合孔２２に螺合されるボルト（図示せず）を介してリング本体２０の両端に結
合される。
【０１１２】
　そしてこの内径収縮止めリング１１Ｂは、図９に示すように、脱着パーツ２１をリング
本体２０から離脱することにより、リング本体２０の直径縮小変形（破線から実線への変
化）が容易となり、これによりリング鋳物からの脱型が容易に行われる。
【実施例】
【０１１３】
　以下、実施例により、本発明をさらに具体的に説明する。図１０は、以下の全ての実施
例に共通して用いたタイヤ成形用金型１００を示す。
【０１１４】
　このタイヤ成形用金型１００は、タイヤサイズ２０５／６５Ｒ１５用の２Ｐモールドタ
イプのタイヤ成形用金型であり、以下の条件を備えている。
【０１１５】
　　基本ピッチ種類　Ｓ，Ｍ，Ｌの３種類
　 ピッチ数　Ｓピッチ　１１ヶ，Ｍピッチ　１３ヶ，Ｌピッチ　１２ヶ
　　サイプブレード鋳包み無し
　　図１１は、鋳型１０１、鋳放しリング鋳物Ａ１、およびタイヤ成形用金型１００の相
互関係を示しており、それぞれ以下の条件に従って形成される。
【０１１６】
　　金型の基本製法　：　石膏鋳造法
　　設定収縮率　１１～１５／１０００　（部位によって変化）
　　石膏鋳型材質　ＵＳＧ製　ハイドロパーム発泡石膏　
　　混水率　７０重量％，発泡増量　６０％で調合したもの
　　　鋳造用合金　ＡＣ４Ｃ合金　（７％Ｓｉ，１％Ｃｕ，０．５％Ｆｅ，０．４％Ｍｇ
，残Ａｌ）
　　鋳込み方法　重力鋳造（流し込み方式）
　図１０および図１１の数値は、各部をｍｍで示すものであり（以下の図中においても同
様である）、特に図１１の上、下基準径部の直径数値は、意匠面部の直径を図１０の意匠
面部の正規寸法狙いで作り込んだ時の数値である。
【０１１７】
　（実施例１）
　意匠面部の直径が、０．５ｍｍ（０．７／１０００）ほど大きくなることを狙って鋳放
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しリング鋳物Ａ１（図１１参照）を製作した。
【０１１８】
　この鋳放しリング鋳物Ａ１の意匠面部の各部半径を、タイヤ幅方向で４等配　，円周方
向でほぼ７２等配の計２８８箇所で測定した。その結果を表１に示す。
【表１】

【０１１９】
　次に鋳放しリング鋳物Ａ１の押湯部分を切断除去して、リング鋳物Ａを製作する。そし
てこのリング鋳物Ａに対して、図１２に示すように、「曲面Ｒ」を定義し、この形状でリ
ング鋳物Ａの背面を旋盤加工した後、該当加工面形状を内面に持つ、ＦＣＤ６００材（球
状黒鉛鋳鉄材）製の肉厚５０ｍｍの拘束リング内に嵌め込む。このときリング鋳物Ａの上
、下基準径部ｃには、それぞれ外径φ５６０ｍｍ，７２０ｍｍで肉厚２０ｍｍのＳ５０Ｃ
（鋼材）製の一体構造の内径収縮止めリングをセットした状態で、加熱炉に投入し（図２
の「加熱保持工程」参照）、２５０℃で５時間保持し内径縮小矯正を行った。その後、炉
から取り出し、空冷後、拘束リング，内径収縮止めリングを取り外し、リング鋳物Ａを回
収した。　尚、内径収縮止めリングの外周部にはボロンナイトライド系の離型剤を塗布し
ておき、滑りやすい状態にしておいた。
【０１２０】
　このようにして得られたリング鋳物Ａの意匠面部の各部半径の特性を表２にまとめた。
このときの測定ポイントは、矯正前の鋳放しリング鋳物Ａ１の測定とほぼ同じ部位とした
。
【表２】

【０１２１】
　表１および表２から明らかなように、リング鋳物Ａは、その直径，真円度，クラウンＲ
形状の全てについて鋳放し状態Ａ１より向上させることができ、ひいてはこれら要件に対
して高精度のタイヤ成形用金型を製作できることが理解できる。
【０１２２】
　（実施例２）
　意匠面部の直径が、０．５ｍｍ（０．７／１０００）ほど大きくなることを狙って鋳放
しリング鋳物Ａ１（図１１参照）を製作した。
【０１２３】
　この鋳放しリング鋳物Ａ１の意匠面部の各部半径を、タイヤ幅方向で４等配　，円周方
向でほぼ７２等配の計２８８箇所で測定した。その結果を表３に示す。
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【表３】

【０１２４】
　 次に鋳放しリング鋳物Ａ１の押湯部分を切断除去してリング鋳物Ａ（図１２参照）と
し、このリング鋳物Ａを実施例１と同様に外周加工を行い、拘束リング内に嵌め込む。そ
の後、リング鋳物Ａの上、下基準径部ｃ（図１２参照）には、それぞれ外径φ５６０ｍｍ
，７２０ｍｍで肉厚３０ｍｍのＳ５０Ｃ製の、リング本体２０と脱着パーツ２１とを備え
た２分割タイプの内径収縮止めリング１１Ｂ（図１３参照）をセットした状態で、加熱炉
に投入し、３５０℃で５時間保持した。その後、炉から取り出し、空冷後、拘束リング，
内径収縮止めリング１１Ｂを取り外した。この際、内径収縮止めリング１１Ｂは、リング
鋳物Ａに抱き込まれた状態で、組立て状態では脱型が困難であった為、脱着パーツ２１を
取り外した後、リング本体２０を直径縮小させて脱型した。
【０１２５】
　このようにして得られたリング鋳物Ａの意匠面部の各部半径の特性を表４にまとめた。
このときの測定ポイントは、矯正前の鋳放しリング鋳物Ａ１の測定とほぼ同じ部位とした
。

【表４】

【０１２６】
　表３および表４から明らかなように、実施例２では実施例１の場合より、直径縮小量を
大きくとったことで、矯正時の各部直径，真円度矯正効果がより大きく発揮される形とな
った。すなわち、真円度，クラウンＲ形状精度が、実施例１より向上した。
【０１２７】
　また、こうした時の問題点である、空冷後の内径収縮止めリング１１Ｂのリング鋳物か
らの脱型困難さも、２分割構造の内径収縮止めリング１１Ｂを用いることで回避すること
ができた。
【０１２８】
　（比較例１）
　意匠面部の直径が、０．５ｍｍ（０．７／１０００）ほど大きくなることを狙って鋳放
しリング鋳物Ａ１（図１１参照）を製作した。
【０１２９】
　この鋳放しリング鋳物Ａ１の意匠面部の各部半径を、タイヤ幅方向で４等配　，円周方
向でほぼ７２等配の計２８８箇所で測定した。その結果を表５に示す。
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【表５】

【０１３０】
　この鋳放しリング鋳物Ａ１を、基本的に実施例２と同じ条件で直径縮小矯正した。
【０１３１】
　但し、本比較例１で使用した拘束リングの材質は、Ｓ５０Ｃ（鋼材）とした。
【０１３２】
　直径縮小矯正後のリング鋳物Ａ（図１２参照）の意匠面部の各部半径の特性を表６にま
とめた。このときの測定ポイントは、矯正前の鋳放しリング鋳物Ａ１の測定とほぼ同じ部
位とした。
【表６】

【０１３３】
　表５および表６から明らかなように、比較例１の真円度，クラウンＲ形状精度の結果が
、実施例２の結果より悪くなったのは、比較例１の方が、拘束リングのヤング率が高く（
実施例２の拘束リングのヤング率≒１６０００ｋｇｆ／ｍｍ２に対し比較例１の拘束リン
グのヤング率≒２１０００ｋｇｆ／ｍｍ２）、熱間矯正時にリング鋳物Ａに作用する歪み
エネルギーが、リング鋳物Ａの背面に局部的に集中し易くなり、リング鋳物Ａの背面側の
局部変形と言う形で、その一部が消費されてしまったためと思われる。
【図面の簡単な説明】
【０１３４】
【図１】本発明の一実施形態としてのタイヤ成形用金型の製造方法の前工程で、（ａ）は
２ピースモールド法、（ｂ）は第２セクショナルモールド法、（ｃ）は第１セクショナル
モールド法をそれぞれ示す。
【図２】本発明の一実施形態としてのタイヤ成形用金型の製造方法の中間工程で、（ａ）
は２ピースモールド法、（ｂ）は第２セクショナルモールド法、（ｃ）は第１セクショナ
ルモールド法をそれぞれ示す。
【図３】本発明の一実施形態としてのタイヤ成形用金型の製造方法の後工程で、（ａ）は
２ピースモールド法、（ｂ）は第２セクショナルモールド法、（ｃ）は第１セクショナル
モールド法をそれぞれ示す。
【図４】図２の中間工程の作用説明図である。
【図５】図３の後工程の作用説明図である。
【図６】本発明に適用される一実施形態としての内径収縮止めリングで、（ａ）は一部作
用を記入した平面図、（ｂ）は（ａ）のＶＩｂ－ＶＩｂ線に沿う断面図である。
【図７】図６の内径収縮止めリングの作動説明図で、（ａ）は熱間矯正後の冷却状態、（
ｂ）は内径収縮止めリングを緩めた状態、（ｃ）、（ｄ）は型バラシ工程をそれぞれ示す
。
【図８】本発明に適用される他の実施形態としての内径収縮止めリングで、（ａ）は組立
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状態の平面図、（ｂ）は脱着パーツの離脱作用を記入した側面図である。
【図９】図８の内径収縮止めリングの作用説明図である。
【図１０】実施例に共通して用いたタイヤ成形用金型の部分断面図である。
【図１１】実施例としての鋳放しリング鋳物と鋳型との関係を示す要部断面図である。
【図１２】実施例としてのリング鋳物の要部断面図である。
【図１３】実施例に用いた内径収縮止めリングの細部説明図である。
【図１４】（ａ）～（ｇ）は、石膏鋳造法によって２ピースモールドを作製する手順を示
す工程図である。
【図１５】（ａ）～（ｆ）は、石膏鋳造法によってセクショナルモールドを作製する手順
を示す工程図である。
【図１６】（ａ）及び（ｂ）は、バックモールドを用いて組み立てたタイヤ成形用金型の
斜視図である。
【図１７】（ａ）～（ｃ）は、第１セクショナルモールド法における真円度特性の調整方
法の説明図である。
【図１８】（ａ）、（ｂ）は、図１９の直径（半径）拡張タイプに用いるリング鋳物を作
製する手順を示す工程図である。
【図１９】（ａ）～（ｃ）は、それぞれ別の直径（半径）拡張タイプの従来の第１矯正方
法の説明図である。
【図２０】（ａ）、（ｂ）は、図２１の直径（半径）縮小タイプに用いるリング鋳物を作
製する手順を示す工程図である。
【図２１】（ａ）～（ｃ）は、それぞれ別の直径（半径）縮小タイプの従来の第２矯正方
法の説明図である。
【図２２】（ａ）は半径縮小タイプとしての従来の第３矯正方法、（ｂ）は半径拡張タイ
プとしての従来の第４矯正方法の各説明図である。
【符号の説明】
【０１３５】
１０　拘束リング
１１　内径収縮止めリング
１１Ａ　内径収縮止めリング
１１Ｂ　内径収縮止めリング
１３　加熱炉
１４　カム定盤（パーツ）
１６　可動爪（パーツ）
２０　リング本体（パーツ）
２１　脱着パーツ（パーツ）
１００　タイヤ成形用金型
Ａ　リング鋳物
ｃ　基準径部
ｄ　意匠面部
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